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目的・方法 

2006 年 7 月、埼玉県ふじみ野市の屋外プールで児

童の死亡事故が発生した。このプールは「指定管理

者制度」ではなく、従来の「管理委託制度」で市が直

営していたが、事故の全貌から、「受託した管理者側

と自治体との連携（パートナーシップ）のあり方」に問

題があったことが明らかになった。新しい制度の導入

が進む中、管理運営に際して設置者である地方自治

体と管理代行者とのパートナーシップの構築こそ重

要であることが見えてきた。 
そこで、公共スポーツ施設の安全でサービスの質が

高まる管理運営のために、自治体と管理代行者のあ

るべきパートナーシップの形と、地方自治体の視点か

ら自治体の役割を明示することを目的に本研究を行

った。本研究は先行研究と関連文献の講読による文

献研究の手法をとる。 

 

＜第１章＞ 指定管理者制度 

本章では 2003 年から導入されている指定管理者制

度の概要と導入状況を掲示した。指定管理者制度の

導入状況では、スポーツ施設の導入率は 86.9％と他

の公の施設と比較して高く、またスポーツ施設の選定

手続きも「公募」が 37.5％と高かった。また、都市部

においては公募の割合が高かったのに対し、地方の

市区町村においては従前団体の指定の割合が高か

った。過疎化が進む地域などでは管理運営能力のあ

る民間団体なども都市部に比べ少ないことが予想さ

れる。 

 

＜第２章＞ ふじみ野市大井プール事故の教訓 

本章では、2006 年 7 月に発生した屋外プールによ

る女児の死亡事故の調査報告書を基に、なぜ事故

が起きたのか、そして自治体と委託業者側との崩壊

したパートナーシップの実態を明らかにした。事故の

起きたプールの管理運営において、委託業者は市

側に無断で下請け民間業者に丸投げしていた。自

治体はこのような事実を把握できなかったこととともに、

日々の履行状況や施設の安全点検を十分にチェッ

クしていなかった。指定管理者を募っても、採算面か

ら応じる民間事業者が現れず、財政難であえぐ地方

自治体は施設の管理費を１円でも抑制したいと考え、

管理運営能力の乏しい民間事業者に委託するという

悪循環が引き起こされたことを物語っている。同時に、

設置者である自治体による継続的な監視・評価が公

共スポーツ施設のマネジメントにおいて重要であるこ

とが教訓として残された。 

 

＜第３章＞ 公共スポーツ施設のモニタリング 

本章では、公共スポーツ施設のモニタリングの方法

とベンチマーキングシステムの概要について示した。

「ＰＢボード」と呼ばれる携帯電話やパソコンを利用し

たモニタリング手法と福井市独自のモニタリング支援

ツールをそれぞれ分析した。地方自治体のそれぞれ

の財政状況によってモニタリングの手法を変えながら

取り入れていくことが重要である。 

 

＜第４章＞ 新しいパートナーシップの構築 

本章では、これまでの章を踏まえ、「パートナーシッ

プとは何か」 を、従来の二元論のパートナーシップ

のあり方から一元論のパートナーシップへの移行とい

う流れに沿って整理した。 

 

結論 

地方自治体は、管理代行者が提供しているサービ

スが、施設の利用者に対してどのような効果を上げて

いるのかを検証し、これを基に事業者の成果を総合

的に評価することが重要である。そのためには、施設

の設置目的を明確にした上で、これに即した成果指

標を設定し、モニタリングを行うことが必要となる。そ

れは安全管理に関する履行状況のチェックに関して

も同様である。その際には、管理代行者が、履行状

況や独自の評価システムによる評価内容を真摯に自

治体に報告する姿勢も問われる。 

同時に、地方自治体は、公共スポーツ施設の社会

的効果が表れていることを一般市民に示し、管理代

行者の創意工夫などによる運営に対して理解を求め

ることも重要である。また、コスト削減に関する項目を

重視し過ぎた評価・選定を避け、提供されるサービス

の質の高さを重視することが今後の課題である。 
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